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人間活動による排熱を上手に放出し街の暑熱環境を改善する手法

Proposal of adaptation measures for the anthropogenic heat release to

improve the summer heat environment in a district
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　本研究では、ヒートアイランド現象改善など夏季の街中の暑熱環境の改善を産官学民で取り組むプロジェク

トので得られた知見を報告する。本報告で対象とする街区は、横浜市みなとみらい２１地区（以下、ＭＭ２１

地区）である。都市街区において、暑熱環境に影響を与える要因としては、その都市が沿岸部か内陸部に位置

するかによる外部気象・気候条件、その都市内のグリーンインフラ面積などの土地被覆条件、さらには、建ぺ

い率などの建物配置条件、などが挙げられる。これからに加えて、人間活動によるエネルギー消費から生じる

人工排熱が大気へ放出されることも、挙げられる。本研究では、後者の、人工排熱の放出に起因する街中、特

に、歩行者空間における暑熱環境を数値シミュレーション手法を用いて解析した結果を報告する。来る気候変

化時代において、快適な街区空間を造り出すために、人工排熱の放出手法として、以下の４つの場合を考案

し、それぞれの特徴を報告する。 

　（１）現況： 

　ＭＭ２１地区では、現在、地域冷暖房システム（以下ＤＨＣ）が稼働している。これは、各ビルで消費され

るエネルギー人工排熱を、２ヵ所のプラントに集め、集中的に排熱するシステムである。つまり、各建物から

は人工排熱の放出がない。本ケースをコントロールケースとして扱う。 

　（２）個別排熱方式： 

　上記ＤＨＣシステムを取り入れず、各建屋から床面積に応じた排熱を行った場合。総排熱量は、コント

ロールケースと同じとする。 

　（３）エネルギー地産地消： 

　エネルギー地産地消を目指し、ＭＭ２１地区内に、地区で消費される電力の６０％を発電するコジェネ

レーション発電設備（ＣＧＳ）を設置した場合。ＤＨＣシステムからの排熱に加え、ＣＧＳからの排熱が加算

されるため、街区内からの総排熱量が増加する。 

　（４）海水排熱併用： 

　ＤＨＣシステムからの排熱のうち冷却塔排熱分を大気ではなく海水と熱交換した場合。これにより、大気へ

の潜熱放出が大幅に減る。 

 

　結果、大規模な排熱施設を設けた場合の（１）、（３）のケースにおいて、良い暑熱環境を生み、（２）の

ケースが、逆に温度上昇を生じさせることが分かった。特に、（１）より（３）において改善が見られ、エネ

ルギー地産地消による排熱量の増加が、暑熱環境の劣悪化につながらないことが分かった。講演では、その詳

細なメカニズムを報告する。
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